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土木森林環境委員会会議録 
 

 
日時    平成２６年９月３０日（火）             開会時間 午前１０時０３分 

閉会時間 午後 ３時０９分 

 
場所    防災新館 ３０４会議室  
 
委員出席者 委員長   桜本 広樹   

副委員長  遠藤   浩 

委 員   臼井 成夫  石井 脩德  清水 武則  久保田 松幸  

大柴 邦彦  土橋  亨  小越 智子 

 
委員欠席者 なし  
 
説明のため出席した者  

県土整備部長 大野 昌仁  県土整備部理事 河西 秀樹   
県土整備部次長 佐藤 佳臣  県土整備部技監 野中 均   
県土整備部技監 大久保 勝徳  総括技術審査監 中嶋 晴彦  
県土整備総務課長 清水 正  美しい県土づくり推進室長 丸山 裕司   
建設業対策室長 笹本 清  用地課長 清水 豊   
技術管理課長 手塚 岳生  道路整備課長 丹澤 彦一   
高速道路推進課長 乙守 和人  道路管理課長 三浦 市郎  
治水課長 水上 文明  砂防課長 保坂 秀人  都市計画課長 望月 一良  
下水道室長 丸山 哲  建築住宅課長 笠井 英俊  営繕課長 松永 久士  
 
森林環境部長 守屋 守  林務長 長江 良明   
森林環境部理事 佐野 克己  森林環境部次長 保坂 公敏   
森林環境部次長・森林環境総務課長事務取扱 前沢 喜直  
森林環境部技監 江里口 浩二  森林環境部参事 山口 幸久     
大気水質保全課長 中込 美彰  環境整備課長 笹本 稔   
みどり自然課長 上島 達史  森林整備課長 島田 欣也   
林業振興課長 橘田 博  県有林課長 関岡 真   
治山林道課長 田邊 幹雄  
 

 
議題  （付託案件）  
 ※第１１８号 山梨県営住宅設置及び管理条例中改正の件  
 ※第１２１号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員  

会関係のもの、第３条繰越明許費の補正中土木森林環境委員会関係のもの及  
び第４条債務負担行為の補正中土木森林環境委員会関係のもの  

 ※第１２２号 平成２６年度山梨県恩賜県有財産特別会計補正予算 
 ※第１２３号 平成２６年度山梨県流域下水道事業特別会計補正予算  
 ※第１２４号 契約締結の件  
 ※第１２５号 契約締結の件  
 ※第１２６号 和解の件  
 



平成２６年９月常任委員会土木森林環境委員会会議録 

- 2 - 

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
審査の概要   まず、委員会の審査順序について、県土整備部・森林環境部の順に行うこと

とし、午前１０時０３分から午後２時２９分まで県土整備部関係（途中、午前

１１時５４分から午後１時０３分まで休憩をはさんだ）、午後２時４４分から午

後３時０９分まで森林環境部関係の審査を行った。  
 
 
主な質疑等 県土整備部関係 

 

 

※第１１８号 山梨県営住宅設置及び管理条例中改正の件  
 
質疑 

 

大柴委員   新聞等の報道でもありましたけれども、山梨県は空き家が一番多いと言われ

ており、二次的住宅、セカンドハウス等が多いということと、賃貸住宅の空き

家が多いということが要因であると言われています。  
平成２０年と平成２３年に県営住宅の用途変更をしたということですが、ま

ず、それによって入居率はどの程度改善をしたのか教えてもらえますか。  
 
笠井建築住宅課長 中堅所得者向けの特定公共賃貸住宅から、低所得者向けの準特定優良賃貸

住宅に用途変更し、募集をかけたところ、募集倍率は約１ .７倍と、たくさん
の御応募がありまして、現在、準特定優良賃貸住宅は９２％程度の入居率でご

ざいます。ですから、入居率は十分改善したというふうに考えております。  
 
大柴委員   改善をされたということですけれども、まず、特定公共賃貸住宅として建設

をした際には目的がしっかりあったと思うんですけれども、目的どおりの入居

率にならなかった背景があると思うんですが、その原因にはどのようなものが

あるのか教えてください。  
 
笠井建築住宅課長 特定公共賃貸住宅は、平成７年から１４年ごろに建設をしたものでござい

まして、当時、国の建設計画等にも位置づけられる中で、民間の中にファミリ

ー向けのアパートが少ないということで、中堅所得者向けの住宅を供給しよう

ということで始まったものでございます。  
  しかしながら、その後、民間賃貸住宅が十分に供給されてきたことによって、

全国的にどこの特定公共賃貸住宅でも空き家がだんだんふえてきたという背

景がございます。山梨県の場合にも、地価が下がって持ち家の取得が容易にな

ったことなどから、特定公共賃貸住宅から持ち家に移っていく人がいるという

ことで、空き家がふえているということでございます。  
 
大柴委員   用途変更によって改善されれば一番いいわけでございますので。ただ、国の

補助金が入っていると思うんですけれども、用途変更によって、この補助金等

の返還等とか、ほかに何か問題等があるのか、その辺を最後に伺います。  
 
笠井建築住宅課長 全国的に空き家が多いということの中で、準特定優良賃貸住宅に転用する

施策、方向性を国から示されまして、それにのっとってやってございますので、

制度上は問題点はございません。  
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石井委員   それでは、３点ばかり質問させていただきます。  
  特定公共賃貸住宅を何戸程度、準特定優良賃貸住宅に転用するのかというこ

とを具体的にお聞かせください。  
 
笠井建築住宅課長 先ほど申し上げましたとおり、現在、特定公共賃貸住宅として管理してい

るのは８０戸でございまして、このうち、一定期間空き家であり、今後も入居

が見込まれない部屋としまして、現時点で、１０団地で２６戸程度を転用する

というふうに考えております。  
 
石井委員   残った特定公共賃貸住宅ですけれども、今後どうするのかお伺いします。  
 
笠井建築住宅課長 今回、２６戸を転用しますと、残りの管理戸数が５４戸となりますけれど

も、これらにつきましては、その地域における、その団地のこれまでの入居実

績、あるいは今後の入居の状況も踏まえながら、随時必要戸数について見直し

まして、今後、入居が見込まれないという判断をした場合には、準特定優良賃

貸住宅に転用していきたいと思っております。 
 
石井委員   準特定優良賃貸住宅に転用するということですけれども、その家賃はどのよ

うになっているのかお伺いしたいと思います。 
 
笠井建築住宅課長 低所得者向けに変わるということでございますので、家賃は下がります。

一般的な賃料を申し上げますと、特定公共賃貸住宅で約８万円という家賃の設

定が、準特定優良賃貸住宅に転用しますと、入居者の収入に応じまして、３万

円から５万円までの間を４段階に区分したいずれかの額になり、家賃が下がる

という状況となります。 
 
石井委員   準特定優良賃貸住宅に転用した場合ですけれども、どのような世帯を募集す

るかということを伺いたいと思います。  
 
笠井建築住宅課長 今回転用する部屋は、全て間取りが３ＬＤＫの部屋でございまして、同じ

３ＬＤＫでも、公営住宅の住戸よりも住戸の面積が広めに整備されてございま

す。そういったことから、募集の際には家族人数の多い世帯が優先的に入居で

きる方法で募集したいと考えてございます。  
 
石井委員   ただいま御説明いただきましたけれども、ぜひ有効に活用していただいて、

さらに定住が進むような方向性を見出していただきたいと思います。 
  
笠井建築住宅課長 県営住宅の有効な活用を目指して、これからも適正に取り組んでまいりた

いと思います。  
 
臼井委員   この特定公共賃貸住宅というのは、すべて県がつくった住宅ですか。  
 
笠井建築住宅課長 この特定公共賃貸住宅は、県営住宅の一つの棟の中に、例えば、縦の通り

に１階から５階までを特定公共賃貸住宅にするということで広めにつくりま

して、低所得者の人と中堅所得者の人が同じ棟に住むという形で、県で整備し

てございます。  
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臼井委員   住宅供給公社が入居の選定権を持ったりした、民間で当時、こんなふうな名

前の住宅があったじゃないですか。あれ、何て名称だっけ。  
 
笠井建築住宅課長 それは特定優良賃貸住宅といいまして、もともと特定優良賃貸住宅の供給

に関する法律の中の位置づけは、この県営住宅も民間のものも同じでございま

して、やはりファミリー向けに住宅を供給するという制度であります。  
 
臼井委員   特定優良賃貸住宅って、民間も全く同じ呼称なの？私は民間のものについて

質問をしたけれども、笠井課長が特定優良賃貸住宅だと言ったじゃないの。公

のもの以外の、民間のものもそういう同じ呼称なの？  
 
笠井建築住宅課長 自治体でやるものは特定公共賃貸住宅という名前でございまして、特定優

良賃貸住宅の中で、自治体が整備すると特定公共賃貸住宅という名前になりま

す。民間の場合には特定優良賃貸住宅になります。  
 
臼井委員   同じ呼称だけど、その頭に公共って入るっていうことなのね。  

いわゆるこの特定優良賃貸住宅っていうのは、民間が結構つくったよね。

当時はマンションブームで、民間が相当補助金や何かを得てつくったんでし

ょうけれども、ちょっと極端に言えば、土地さえあればつくれるような感じ

でね。たしか私の記憶では、民間がつくったものも、住宅供給公社が入退室

の管理をやっていたはずなんだけれども、それは今も同じパターンでやって

いるんですか。  
 
笠井建築住宅課長 国の施策の中でも当時、不足しているファミリー向け住宅を供給しようと

いうことで、遊休土地のオーナーの力を借りて、住宅供給公社が共同事業者と

なりながら、これまで整備して供給してきました。委員御指摘のとおり、今も

管理をしてございます。 
 
臼井委員   よく空きマンションがいっぱいだと言われるけれども、民間の特定優良賃貸

住宅の実態っていうのは役所で把握しているの？例えば、空き部屋の実態とか。 
 
笠井建築住宅課長 この特定優良賃貸住宅は、住宅供給公社が共同事業者になっていますので、

全数を把握してございまして、オーナーが資金の返済を全部終えて、特定優良

賃貸住宅を終えている方もいらっしゃいます。今、公社で管理しているものの

中には６者程度、特定優良賃貸住宅がございまして、それの入居率等の状況は

承知してございます。  
 
臼井委員   ちょっとわからないな。６シャ？「シャ」っていうのは会社の社なの？何の

シャなの？６シャっていうのは。「者」？  
 

（「者のほうです」と呼ぶ者あり）  
 
臼井委員   ６者が持っている、６人が持っているものしか今ないの？住宅供給公社が管

理しているのは。極端に言うと、６棟っていうこと？ちょっと教えてよ。  
 
笠井建築住宅課長 特定優良賃貸住宅のほうは、もともと県がモデル事業として募集をかけま

して、それに対して住宅供給公社と民間の方がチームとなって応募してきたと

いう事業でございますから、やはり量は少なく、現在は６者だったと思います。
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住宅供給公社が管理しているものはそのような状況でございます。  
 
臼井委員   くどいようだけど、もともとは６者以上あったけれども、返済などが済んで、

今、公共が関与しているのは６者っていうことですけど、どういうこと？ だ

って、全県下に６者ばかりじゃないと思うよ。民間がつくった優良賃貸住宅っ

ていうのは。私の知っている人だって、当時つくった人が二、三人いたからね。

え？どういうことなの？ 
 
笠井建築住宅課長 特定優良賃貸住宅というのは、平成８年、９年、１０年の３カ年に県の事

業で募集をしまして、延べ１２の事業者がございます。そのほかに今まで住宅

供給公社の改革プラン等の中でお話をしているファミリー賃貸住宅事業とい

うのもございまして、これは特定優良賃貸住宅のような根拠法令がない活動で

ございまして、民間の方が公社と一緒になって住宅金融支援機構から資金を借

りて建設するという制度です。こちらのほうは全部で３１事業者ございます。

非常に類似している事業で、あわせますと４３の事業者がございました。特定

優良賃貸住宅ということに限りますと、１２者が順々にお金を返していって、

現在は６の事業者になってございます。  
 
臼井委員   そうだろうね。いっぱいあったはずだから、これはね。  
  ところで、私も最近はあまり県営住宅の入居の実態っていうのはよく知らな

いんだけど、まだまだ待機者はいるんじゃないかなと思うんだよね。保育園じ

ゃないけれども、自分の希望するところだと待機になっちゃうけど、どこでも

よかったらいつでも入れるみたいな状況があるかなと思いますけれども。  
民間が公のサポートを得て、財政支援、いわゆる融資を得て、補助金を得て

つくったこの住宅を、個人の土地に個人がつくったものだから、県営住宅にす

るということはあり得ない話だけれども、その民間の住宅の空き部屋を、低所

得者に対して開放というか貸しつけるというか、そういうこともやっているん

ですか。  
 
笠井建築住宅課長 民間のものはあくまで民間の事業活動になりますので、公営住宅の階層の

方に入居していただくためには、先ほど申しましたように家賃８万円のものを

３万から５万ぐらいに、三、四、五万ぐらい下げないと入れません。そうする

と、民間の方は自分の資金計画が成立しませんので、基本的には民間の方が公

営住宅層を入れているというケースはありません。  
 
臼井委員   要するに、先ほどの課長の答弁ですと、今、６者ぐらいしかいないと。それ

以外は返済等が終わったから、そういう縛りでなくなって、普通の、いわゆる

賃貸マンションだか賃貸住宅としてフリーになっているっていうことだね。  
そうすると、今、公共関与しているのは６者で、この６者の入居率は十分

把握しているという話だけれども、今のこの時代、空きマンションが多いと

か何とかいろいろ話があるけど、この６者において、経営上の問題とかはい

かがなんですか。  
 
笠井建築住宅課長 今残っている６者の方では、入居率は７０％から高いところで８７％ぐら

いと、一定の入居率はあると判断しております。ただ、やはり住宅金融支援機

構から借りた資金の金利が、今になると高くなってしまっているということで、

経営上厳しいという方も二、三見られます。そういった方には資金の借りかえ

などを公社のほうから指導しまして、少しでも返済が楽になるようにというよ
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うな取り組みをしてございます。  
 
討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 

※第１２１号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員

会関係のもの、第３条繰越明許費の補正中土木森林環境委員会関係のもの及

び第４条債務負担行為の補正中土木森林環境委員会関係のもの  
 
質疑  
 
遠藤副委員長   私も注目させていただいている、県土３ページの南アルプスの小笠原橋北詰

の交差点の改良工事についてお伺いいたします。  
  私もここは相当利用させてもらっておりまして、朝夕は自転車の往来があっ

たり、非常に交通の要衝であるというふうに認識しているんですが、どのよう

な改良を目指しているのか具体的にお伺いをいたします。  
 
丹澤道路整備課長 小笠原橋周辺の整備につきましては、本会議の一般質問でもお答えしたと

ころでございますが、こちらにつきましては、今まで国が国道５２号として管

理していたところでございます。国の管理中も、長年、地域の課題として取り

上げられた箇所と承知してございます。これまで国へ要請する中でさまざまな

課題があった状況でございまして、国の中でもさまざまな検討がなされてきた

ということでございますが、この解決方法につきまして、どのような整備がで

きるかということを決めていきたいということで、県、市、及び国とで検討会

を立ち上げたところでございます。  
  具体的な検討でございますが、まず、第１回の検討会を来月１７日に開催す

る予定でございます。ここで、現管理者でございます国のほうから、これまで

の調整結果等を説明していただきながら検討していくということでございま

す。  
具体的には、小笠原橋自体が６０年たつ老朽橋ということでございますの

で、まず、橋はかけかえを検討することになります。単に橋をかけかえるの

ではなくて、橋詰にある交差点も含めまして、周辺をどのような形で改良が

できるか、ゼロからスタートするという考え方で、検討会を通して、皆さん

の合意形成を図っていくところからまず進めていきたいと考えております。  
 
遠藤副委員長   これから検討会ということなので、住民の要望等を十分に聞いていただいて

整備を進めていただきたいというふうに思います。  
  それから、権限委譲ということで、国道が県に移管されたということだった

んですけれども、国道５２号以外にも、こういった移管されたようなところが

あるのかどうかお伺いいたします。  
 
三浦道路管理課長 国土交通省の現在の動きですけれども、一般国道の直轄区間のうち、全国

で５８路線１１２区間、合計５４０キロメートルを地方へ移管するということ

がこの７月に公表されました。このうち本県へは国道５２号バイパスの旧道部

分である富士川町鰍沢から韮崎市船山橋までの約１９キロが平成２７年度末

までに移管されることとなっております。そのため現在、引き継ぎ準備につい
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て担当レベルでの調整を行っているところでございます。  
 
遠藤副委員長   今後もそういう予定はあるんでしょうか。  
 
三浦道路管理課長 国交省と今やりとりをしているんですけれども、国から移管を受けるのが

具体的になっておりますのは、とりあえずは国道５２号だけでございます。  
 
遠藤副委員長   それでは、また違う質問なんですが、国と協議中であるというふうなことを

お伺いしたんですが。  
 
桜本委員長   すみません、遠藤副委員長、ページ数を。  
 
遠藤副委員長   県土５ページです。  

身延山インター、あるいは中富インター、この整備にかかわることでそうい

う協議がされているのかどうか。  
 
乙守高速道路推進課長 高速道路用地事務受託事業費の件でございます。仮称でございますが、

身延山インターチェンジと中富インターチェンジについては、地域活性化イン

ターチェンジとして事業を実施してございます。  
この地域活性化インターチェンジを整備する仕組みでございますが、本線接

続部までは県など、連結する道路の申請者が行います。それに伴う本線に影

響する部分については、道路事業者である国等が行います。それぞれを費用

負担し整備するということでございまして、身延山インターチェンジと中富

インターチェンジの場合については、県と国との間で施工範囲を決めて、そ

れにかかる費用負担について協議をするものでございますが、費用負担等の

協議が整ったことから、今回補正予算という形で御審議いただくということ

になります。  
 
遠藤副委員長   平成２９年度末までに本線開通するということなんですが、今後の本線の工

事の進展には影響ないという理解でよろしいでしょうか。  
 
乙守高速道路推進課長 現在の進捗状況を申しますと、身延山インターチェンジについては既

に整備中でございます。中富インターチェンジについては本年度より本体工事

に入る予定となってございます。いずれのインターチェンジにつきましても、

本線供用時に間に合うよう、鋭意、国と調整を図りつつ整備を進めてまいりた

いと思います。  
 
遠藤副委員長   平成２９年度末までに供用できるということでよろしいでしょうか。  
 
乙守高速道路推進課長 当然、本区間である富沢・六郷間においては、平成２９年度末供用開

始という目標が設定されてございますので、それに合わせる形で現在、国と調

整しつつ進めているところでございます。  
 
遠藤副委員長   それではもう１点、一般質問等の中で、防災、土砂災害の危険が緊迫してい

るという先生方の御議論があり、この中で、今年度中に事業ができないものが

繰越明許費だという説明があったのですが、県土１０ページの治水課の繰越明

許費について、全体予算のどれぐらいが繰越明許費になるのか教えてください。 
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       （保坂砂防課長が挙手）  
 
桜本委員長   今、県土の１０ページについてです。  
 
遠藤副委員長   今、県土１０ページのほうでお伺いしているんですけど、また、県土１３ペ

ージの砂防課のほうで同じように繰越明許費があるので。  
 
桜本委員長   じゃあ、保坂課長からでよろしいですか。  
 
保坂砂防課長   繰越明許費については、約１４億円を計上させていただいています。砂防課

の予算としては４４億円ですので、率としては……。  
 
遠藤副委員長   ４４億分の１４。  
 
保坂砂防課長   ４４億分の１４億。すみません、率を……。 
 
桜本委員長   やりとりしないでください。  
 
保坂砂防課長   申しわけありません。 
  ４４億円中１４億円でございます。  
 
水上治水課長   治水課の繰越関係の率ということでございます。治水課の予算でございます

が、治水課全体として約６０億円ございます。このうち、繰越明許費は１３億

円ということでございます。約２割強ということです。  
 
遠藤副委員長   相当、明許繰越されるということですが、きょうびの議論によりますと、や

はり緊急を要しているという御指摘は多いわけでございまして、単に事務的に

今年度事業ができなかったからという説明では、住民の皆様が納得されないと

思います。もっと丁寧な説明が必要ではないかと思いますけれども、いかがで

しょう。  
 
保坂砂防課長   昨今の土石流の災害により、県民の方々が大変心配しているということで、

議員からも御指摘を受けました。県としましても、危険な箇所等、優先順位を

決めながら事業進捗を図る努力をしていくものであり、また、それについてお

くれる場合や、新規事業については、住民に丁寧に説明していく必要があると

思います。現在も行っておりますが、今後もその方針で県民の方々に説明をさ

せていただきたいと思います。  
 
水上治水課長   治水課におきましても、必要な事業につきましては早急に実施をするべく、

用地交渉等に鋭意努力しているところでございます。ただ、冒頭申しましたよ

うに、河川の工事は出水期を避けるということで、１１月の現場着手というこ

とになります。その場合には一定の規模の工事につきましては、どうしても３

月中には仕上がらないということになりますので、少なくとも翌年の６月以降

の出水期の前に終わらせるような形で工事を進めていくということを、住民の

皆様にも説明会等の折、御理解をいただくようにしながら進めていきたいと思

っております。  
 
遠藤副委員長   わかりました。計画的に明許繰越をするものもあるし、用地交渉とかいろい
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ろな状況等で明許繰越してしまう場合もあるので、その場合を分けて住民のほ

うに丁寧な説明をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。  
 
桜本委員長   どちらか答えてください。  
 
水上治水課長   今、委員がおっしゃられましたように、住民の方々との説明会の中で、計画

的にどうしても５月までかかってしまうものは、そういった形で御理解をいた

だくように説明していきますし、それから、当初、もっと早く着手する予定の

ものが用地等の制約、あるいは関係機関との制約でおくれるものにつきまして

も、その都度、現場のほうで説明をさせていただきたいと思います。 
 
土橋委員   今の繰越明許費のことですけど、違う部署でも必ず出てくるんですけど、あ

まりにも多い。計画を立てて予算をつくったときには、これだけが必要だって

言ってつくっているんですよね。それがやりきれないよっていうのがあまりに

も多い。今の治水課の場合は、出水期とかいろいろな話があったけれども、せ

っかく予算として計上して、これをやろうと決めたのができないというのは、

例えば、業者が足りないのか、県のほうが段取りをするのが遅くてできないの

か、その辺のところはどうなんですか。  
 
大久保県土整備部技監 一昨年度同様、昨年度末に補正予算を計上いたしました。道路の場合

でございますが、繰越明許費を見ますとかなり多いという印象が持たれていま

すね。事業が全体におくれていると思われるのが一般的だと思いますけれども、

実は、平成２６年度当初予算に計上した部分につきましては、一部は２月の補

正予算で計上しておりまして、全体で言いますと、前倒ししているという状況

でございます。それで２月の補正予算分につきましては、きょう９月３０日時

点でございますが、上半期においてほぼ１００％発注を終えたところでござい

ます。  
  それから、平成２６年度当初予算分につきましては、６割の発注を目標にず

っと進めてまいりました。したがいまして、全体としては昨年と同様、事業は

むしろ前倒しで進めているということでございます。  
  したがいまして、今回の繰越明許費の中には、昨年の道路の予算編成におい

て平成２７年度にかけて実施する予定のものも実は取り込んであるという事

情もございまして、全体として前倒しで進んでいるという状況でございます。 
 
土橋委員   多分、この事業っていうのは、今期はできないけど、来期にまたがってやる

予算も計上しているとは思うんですけど、例えば、治水のことにしても何にし

ても、我々が地元へ帰ってくると、ここが朽ちていて危ないから何とかしてく

れとか、そういうお願い事があるんですよね。 
鎌田川の工事でも、これだけの繰越明許費があるということだけど、鎌田川

なんて、もう何年も前にお願いしてあるけれど、護岸の丸太が倒れていて、こ

れを見ている地元の人が切れると困ると言っている。対応をお願いをすると、

予算のことがあってとか言って、少しずつやりますなんていう返事をもらって

いるんだけど、そう言っていながら、こことは別のところだと思うんですけど、

同じ鎌田川で今回は何億も明許繰越になりましたとかっていう話を聞くと、こ

れじゃあ、同じ鎌田川だからそっちのほうを先に直せばいいじゃないかという

ようなことを感じます。委員会の県外調査で広島まで行って、土砂災害現場を

視察しましたが、国道のすぐわきが崩れているわけなんだよね。いっぱい家も

あったりして。そういうことを考えると、やることはどんどんやらないとと思
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います。  
  どちらでもいいですけど、その辺のところのお答えをお願いします。  
 
水上治水課長   今、委員のほうから、鎌田川の繰越の件でご質問がございました。今回、繰

越明許をお願いしております鎌田川につきましては、国補の事業で、中央市の

区間、あるいは甲府市の中央道より下流の区間、という箇所でございます。  
  今、委員のほうから御指摘がありました、護岸が朽ちているというところは、

恐らく甲府市の上流側から昭和町にかけての、地元から御要望があるところで

ございます。そこにつきましては、採択基準に満たないということで、国補の

事業に取り込んでいただいてございませんので、県単独の維持修繕費をもって

修繕をしております。非常に予算が厳しく、思うように進まないということで、

住民の方々には御不便をかけておりますが、予算の範囲内で実施していくとい

う状況でございます。  
 

討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 
 ※第１２３号 平成２６年度山梨県流域下水道事業特別会計補正予算  
 
質疑     なし  
 
討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 
 ※第１２４号 契約締結の件  
 
質疑     なし  
 
討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 
※第１２５号 契約締結の件 

 

質疑 

 
小越委員   西関東連絡道路、そもそもについてまずお伺いします。甲府市桜井町からの

西関東連絡道路、１期、２期合わせてお幾らかかる予定なんでしょうか。今か

かっている金額、それから、これからかかる金額を含めて御回答ください。  
 
丹澤道路整備課長 事業費でございますが、西関東連絡道路、甲府山梨道路の１期については、

平成９年から１８年まで１０年間で３６４億円を要してございます。平成２１

年３月に着手しました甲府山梨道路の２期につきましては、現在、見込みとい
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たしまして、全体で１２６億円を予定してございます。  
 
小越委員   全部で４９０億円の見込みということですね。  
  それで、今現在、桜井から万力まで供用開始されて通行できると思うんです

けれども、そこの交通量がどの程度なのか、推計値と、それから、現在の状況

をお願いします。  
 
丹澤道路整備課長 既に供用してございます１期分につきましては、事業着手当初の計画交通

量は、ランプごとに区間がございますので、幅のある数字になるのですが、１

万４ ,２００台から１万２,７００台を計画交通量としてございました。これに
対しまして、平成２２年度の実測値でございますが、現在の西関東連絡道路の

計画交通量と対比できる区間は、大蔵経寺山トンネル側の、このうち桜井から

鎮目の間だと思います。これが１万５ ,１６１台で、終点に近いほう、万力に
近いほうでございますが、１万３ ,４８４台ということです。これを見ますと、
計画交通量に対しまして約１ ,０００台程度上回っているということでありま
す。  

 
小越委員   １ ,０００台程度上回っているという一方で、一緒に並んでいます旧道の交

通量はどのようなぐあいになっているんでしょうか。  
 
丹澤道路整備課長 旧道部分に当たるところでございますが、大蔵経寺山に対応する場所であ

る笛吹市の石和町松本の観測地点で見ますと、２２年度現在で１万３ ,５６３
台通っております。ということは、ここの断面を通っているもののうちの５割

５分ぐらいが西関東連絡道路、４割５分ぐらいが現道を通っているということ

になると思います。  
  終点側のほうでございますが、万力に近いほうの山梨市落合というところの

数字がございまして、そこでは７ ,３７４台ということでございます。西関東
連絡道路が１万３ ,０００台に対してこちらは７ ,０００台ということでござ
いますので、自動車専用道路のほうが現道の２倍ぐらい走っているという計算

になるかと思います。  
 
小越委員   そうしますと、今度新しくつくる２期のところ、万力ランプから岩手ランプ

のところの計画交通量推計値はどのぐらいを見込んでいるんでしょうか。  
 
丹澤道路整備課長 ここにつきましても、万力ランプから八幡ランプ、そして岩手ランプとい

うふうに区間が分かれますが、万力に近いほうで８ ,９００台、岩手ランプに
近いほうで６ ,２００台という交通量を計画交通量として定めてございます。  

 
小越委員   ということは、甲府に近いところの石和町のあたりですと１万３ ,０００台、

それから西関東連絡道路が１万５ ,０００台ぐらい。しかし、だんだん向こう
の山梨のほうに行きますと、だんだん交通量が減っていって、旧道のところは

山梨市落合のところで７,３００台、今度つくる予定のところが、マックス８ ,
９００台ということになりますと、今走っているところの７ ,０００台とか９ ,
０００台の車が西関東連絡道路のほうに移りますと、国道１４０号は車がなく

なってしまうということになりませんか。  
 
丹澤道路整備課長 新たな道路をつくりますと、当然、それに対応する旧道から交通量が転換

するということもございます。ただ、それだけではなくて、広域的に見まして、
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周りから交通が集まってくるということ、道路が開発されたり、利用頻度が高

くなれば、誘発されて交通量もふえてくるということがございます。現実に、

先ほど申し上げました、例えば、西関東連絡道路１万５ ,０００台に対して、
石和町松本の現道で１万３ ,０００台、合計２万８ ,０００台、約３万台近くな
んですが、実際はここの区間につきまして、西関東連絡道路がなかった平成９

年ころですけれども、石和町松本の辺を通っていた交通量が１万６ ,０００台
ということでございます。ということは、ほかの道路を通っていた、例えば国

道４１１号を経由して甲府市と峡東地域を行っていた交通も、新たに高速性、

定時性が確保された自動車専用道路に広域的な転換がされたということでご

ざいます。単に並行するバイパスの交通量を現道から転換するだけではなくて、

かなり広域的な交通の転換が図られるということでございますので、今、委員

の質問にありました現道交通が全てなくなるのではないかということではな

くて、より広域的に利用される道路となると考えております。  
 
小越委員   いただきました西関東連絡道路のパンフレットによりますと、渋滞緩和、所

要時間短縮とあります。これを見ますと、万力・岩手橋間で約７分かかってい

たのを、この区間の整備により３分短縮されると。３分短縮のために、今回の

トンネルもこれだけお金を使うと。全体で４９０億円お金がかかるわけですよ

ね。先ほど、違うところから車が集中しましたって言いました。そうすると、

ほかのところでまた道がすくわけですよね。いろいろな道をつくるときに、渋

滞解消っていうことをずっと言っているわけです。そうしますと、旧道のとこ

ろの経済効果というものはいかがなものかと私は思うんです。通過して交通し

ますから、山梨市のあの付近のお店、商店街のことも含めて、だんだんさびれ

てくるんじゃないかと。この交通量がほとんど西関東連絡道路に行きますから

ね、これからも。そうしますと、この道路そのものが高規格道路ということで

お金をかけて、現国道１４０号のところの交通量を減らすと、商店街の活性化

を含めても悪くなるんじゃないかと思いまして、私はこれについては、後で討

論もしますけど、反対をしたいと思います。  
 
丹澤道路整備課長 先ほど委員のほうから指摘がございました所要時間の短縮でございますが、

道路の交通量は平常時でスムースに流れているような時間帯で推計するとい

うことになっていますので、朝晩の混雑時については、これよりはるかに時間

短縮効果、渋滞の影響の軽減が図られるというふうに考えています。 
  それとあと、道路の混雑緩和が広範囲にわたるということでございますが、

現実に国道１４０号につきましては、平成９年の段階では混雑度１以上をはる

かに超えていたということでございます。平常時の混雑度が１ .０ということ
は、朝晩については混雑度が１ .８とか２とか、非常に厳しい混雑が起こって
いたということでございますので、これはそういう部分も含めまして、整備効

果が働いたと私どもは第１期工区につきましては評価しています。  
 

討論 

 
小越委員   この議案に対して私は反対です。  
  先ほども話をしましたけれども、全体で４９０億円かかるのに対して、国道

１４０号の交通量は減るだけです。隣同士に道路が走っていても、ほかのとこ

ろの渋滞緩和のためだと、新山梨環状道路を含めてそこは国道の渋滞緩和のた

めだという。これでは、ほかの道路全ての渋滞緩和になってしまいます。それ
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と同時に、このように道路をつくることによって、そこの周辺道路の経済効果

も薄れてきます。大きなお金をかけて３分短縮するだけのために、このような

道路をつくることには反対です。  
 

採決     採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決定した。  
 
 
※第１２６号 和解の件 

 

質疑 

 
石井委員   今、御説明いただいたんですけれども、この和解の相手が４名であるという

ことですが、最終的に損失補償の相手は３名となっておりますけれども、これ

はなぜなのか。また、損害補償の相手方が３名となることによって補償額は変

わっているのかどうかということをお伺いいたします。  
 
清水用地課長   今回、和解する土地でございますが、先ほど御説明したとおり、４名の共有

地となっておりまして、共有者間で所有権等について争いがございました。と

ころが、審理の中で収用委員会から和解の勧めがございまして、補償割合等に

つきまして共有者それぞれと話し合いが持たれたところでございます。その結

果、損失補償金については１名はなしとして、他の３名で補償額を配分すると

いうことで共有者全員が合意したということでございまして、収用委員会によ

り、それをもとに和解案が作成されてございます。  
  このため、県では損失補償基準に基づいて算定しました損失補償の総額を、

それぞれの配分割合に応じまして３名に支払うこととしたものでございます

ので、損失補償総額につきましては変わりはございません。  
 
石井委員   土地収用法に基づいての和解とするという説明でありますが、任意による契

約の場合とは違いがあるのか。  
 
清水用地課長   収用法に基づく和解ということでございまして、ちょっと聞きなれないわけ

でございますが、この和解が成立いたしますと、収用法に基づく裁決、いわゆ

る判決があったと同じとみなされまして、同一の効果が生じるということにな

ります。それから、この和解が成立しますと、当事者については和解の成立ま

たはその内容について争うことができないということがございます。 
具体的に、任意契約の場合との違いでございますが、例えば土地所有者が土

地の引き渡しを拒むという事態になった場合、任意の契約ですと改めて明け

渡し訴訟を提起していかなければなりませんけれども、この収用法に基づく

和解の場合は、そういった手続きを経ることなく、ただちに行政代執行の手

続きをとることができるということです。  
 
石井委員   大変御苦労もあろうかと思いますけれども、一応、和解が成立したというこ

との中で、今後についてちょっとお伺いします。滝坂下今井線の事業の進捗状

況等についてはこれからどんなふうに進んでいくのかお伺いします。それから

もう１点、和解後、事業のスケジュール等についても一緒にお願いいたします。 
 
望月都市計画課長 申しわけございませんけれども、お手元の配付資料の９ページを再度お開

きいただきたいと思います。都市計画道路滝坂下今井線はⅠ期工区としまして



平成２６年９月常任委員会土木森林環境委員会会議録 

- 14 - 

旧双葉町と旧敷島町の町界でありました、貢川橋から都市計画道路大屋敷横町

線交差点の先までの延長１ ,２２０メートルの区間で両側に歩道を備えた全幅
１７メートルの道路とする拡幅事業を進めているところでございます。  

  事業の進捗状況でございますけれども、本和解が成立いたしますと、用地取

得は１００％となります。また、工事につきましては、現在、計画延長１ ,２
２０メートルのうち、図面で黒く整備済みと塗ってある場所の、約９３５メー

トルの改良が完了しておりまして、約７５％の進捗率となっております。  
  今後の事業スケジュールでございますけれども、今回の和解の成立後、速や

かに残りの工事を発注する予定でございまして、Ⅰ期工区につきましては、平

成２７年度中の完成供用を目指しております。それから、Ⅱ期工区の記述もご

ざいますので触れさせていただきますと、現在、用地の取得率が約８０％の状

況となっておりまして、こちらのほうにつきましても早期の全線開通を目指し

まして今後鋭意取り組んでまいりたいと考えてございます。  
 
石井委員   この道路が完成すれば、非常に経済効果が出るものと、このように考えてい

るわけでございますけれども、１日も早い完成に向けて進めていただきたいと、

このように思っているところでございます。今後も御苦労かけますがよろしく

お願いします。  
 
望月都市計画課長 この路線には、近くに小学校もございますし、最近開発された響が丘とい

う住宅団地もございまして、通学路としましても、これまで非常に危険を指摘

されていた路線でございますので、早期完成をいたしまして、地域住民の安全、

それから円滑な通行に資するような道路に整備してまいりたいと考えており

ます。  
 
討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 
※所管事項  
 
質疑  

（河川内の樹木等の処理について）  
久保田委員   三浦道路管理課長には、前委員会で約束してくれた、街路樹の除草と道路の

白線について対応してくださいましてありがとうございました。  
  きょうは治水について水上治水課長に聞きたいんですけれども、釜無川だけ

じゃなく、あらゆる河川の中に雑木やアカシアが生えていますよね。今、土砂

災害とか騒がれておりますけれども、もしゲリラ豪雨でもあって大量の水が河

川に流れていった場合、その雑木が流木になって、下の橋げたで河川をふさぐ

となると、土手等が氾濫するかもしれない。そういうことにならないようにし

てもらいたいんです。５年ぐらい前に、八田地区の釜無川のところの雑木を切

ってもらったんですけど、その時と同じようにもう高さ１０メートルもあるよ

うな雑木が生え繁っていますので、それはどういう形で処理しているんですか

ね。それを聞きたいです。  
 
水上治水課長   河川内の樹木につきましては、私どもも頭が痛いところでございまして、委

員がおっしゃるように、河川の中に木が生えて、それが洪水時に流れて、橋げ
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たが詰まるというような危険性については重々承知しているところでござい

ます。  
  これにつきましては、６月にも御質問をいただいた中で、河川の単独費の改

良費を若干減らす形にはなるんですけれども、県の河川の維持管理の予算を充

実しまして、立木の伐採に努めております。それから、伐採した木や枝が廃棄

物になるということで、これを有効利用していただくように、周囲の住民の皆

さんに無料配布というような形で処分し、全体の量を減らすことに努めている

ところでございます。  
それから、先ほど具体的な場所があげられました釜無川の八田地区でござい

ますが、これにつきましては国土交通省の直轄の管理区間ということになって

ございまして、国土交通省のほうでその必要の度合いに応じての対応というこ

とになりますが、維持管理する中で立木伐採をしていくというふうに聞いてご

ざいます。  
 
久保田委員   今、話は大体わかったんですけど、国、県、それぞれ管理するところがある

ということですが、国の管理している区間は誰にお願いすればいいんですか。

やっぱり県にお願いするしかないんでしょうね。  
 
水上治水課長   今、甲府河川国道事務所のホームページのほうに、今年度の予定ということ

で、信玄橋の下流８００メートル右岸側を立木伐採すると記載があります。委

員のおっしゃるところの近くということでは、そういう予定になっておるよう

です。  
こういった要望についてということですが、市町村のほうでも、それぞれ定

期的に国と会合する機会がありますので、そういった機会を捉えていただいて

もよろしいかと思いますし、必要に応じて私どものほうに言っていただければ、

私どものほうから国のほうにお願いするということも可能であります。  
 
久保田委員   信玄橋から開国橋は２ .５キロメートルあるんですよね。８００メートルだ

と３分の１、また、開国橋から中条橋までやはり２ .５キロメートル。大体２ .
５ずつ間隔があるんですよね。去年かおととしに竜王方面の立木伐採をやった

んですけれども、その時と同じぐらいにもう丈が伸びてきています。やはり、

切るだけじゃなくて、もとから抜いてもらうというか、片づけてもらわない限

りは根本的に解決しません。切っても、次の作業のときには、もう同じぐらい

に伸びている。ニセアカシアはすごい成長が早いですよね。ぜひとも川は川ら

しくしてほしいなと思います。広島であった土砂災害について、こんなことは

初めてだなんて言う人がいるんですけれども、もし災害、大水で釜無川が氾濫

したとなると誰が責任をとるのかということを考えるんですよね。責任なんて

とる人は誰もいないと思うんですよね。だから事前にそういう立木は処理して

ほしいなと。ここだけじゃなくて笛吹だってすごいですよね。だから、山だけ

ではなくて、川のほうもやったらどうかなと思うんですけど、その点はどうで

すか。  
 
水上治水課長   おっしゃるとおり、ニセアカシアは非常に繁殖力が強うございまして、切っ

てもまた生えてきまして、文献等によりますと、根を抜いても、本当に末端の

小さい根だけでもまたそれがもとで繁殖するというようなことでございます。

非常に頭を痛めているところでございます。  
何かうまい手はないかということで考えつつ、先ほど申し上げましたように、

維持管理予算の充実を図って、非常に地域からの要望も多うございますので、
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まずは、改修的なものが若干おくれても、今ある河川の河道の状況をきれいに

していくというところに力を入れていきたいと思っていますし、笛吹につきま

しても、山梨の岩手橋から下流については同じく国直轄の河川ということでご

ざいますので、国に対してもまたそういう要望をお伝えしていきたいと考えて

ございます。  
 
久保田委員   その言葉をまた信じます。ぜひともよろしくお願いします。  
 
水上治水課長   折を見て、私どもの事業費の確保とともに、そういった樹木の伐採をやって

いただけるよう、国に対して要望してまいります。  
 
久保田委員   折じゃなくて、常に前向きにお願いします。 
 
水上治水課長   前向きに頑張っていきます。  
 
       （新山梨環状道路の整備について）  
大柴委員   主要施策成果説明書の６２ページの新山梨環状道路の整備について伺いま

すけれども、この道路は今から２０年ぐらい前に、構想では２０年ぐらいかけ

て完成をさせるといっていたというように記憶をしています。我々も新たな幹

線道路のネットワークが構築されて、県民生活の利便性の向上とか、県内経済

の活性化に役立つものと大いに期待をしていたわけですけれども、現実としま

しては、西部区間と南部区間は開通したものの、国の直轄の北部区間と、県施

工の東部区間はともに平成２５年３月にようやく都市計画決定されるにとど

まっている状況であります。経済状況等もいろいろ勘案してあると思うんです

けれども、国道２０号や山の手通りなんて言っている県道甲府韮崎線に慢性的

な渋滞が見受けられるので、もっと事業の進捗を加速できないかと我々はちょ

っと思っているんです。 
そこでまず、北部区間と東部区間の完成予定はいつになるのか。そしてまた

事業計画はどうなっているのか教えてもらいたいなと思います。  
 
丹澤道路整備課長 新山梨環状道路の整備についてでございますが、私のほうからまず、昨年

度から事業化いたしました、県施工の東部区間の状況と見込みとをお話しさせ

ていただきたいと思います。  
  東部区間につきましては、現在供用している南部区間の終点でございます西

下条ランプから国道２０号の石和町広瀬までの７ .１キロメートルという区間
が県の施工区間になってございます。この７ .１キロメートルのうち、昨年度
にまず、西下条から落合町までの１ .６キロ区間を先行して事業化したところ
でございます。引き続きまして、平成２６年度は残りの５ .５キロメートル、
石和町広瀬までを事業化しまして、県施工の東部区間につきましては全て事業

化されているところでございます。  
  現在の進捗でございますが、先行いたしました１ .６キロメートル区間につ

きましては、既に用地の確保ができていた部分も含めまして、用地取得の進捗

を図っていたところでございますが、一部、工事に着手できる状況が整いまし

たので、先般、蛭沢川に橋梁をかける工事等に着手したところでございます。

まだ用地が十分取得できてはいませんので、もうしばらくは用地交渉も並行し

て進めていきたいと考えております。残りの５ .５キロメートル、今年度事業
化した区間につきましては、非常に長い区間でございますので、全１０地区に

おいて、各地区ごとに説明会を既に開いておりまして、御了解をいただいたと
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ころから、設計のための測量に着手したというところでございます。 
  今後の見込みでございますが、事業の進捗には、地元の協力、要するに用地

の取得と、総額で３５０億円から４００億円程度見込んでいる事業費の確保と

いう課題が残されております。予算の確保の状況とか、地元の協力体制により

まして事業の進捗というのは大きく変わってまいります。今、完成見込みとい

う御質問もございましたが、予定といたしましては、十数年ぐらいで完成させ

たいですが、東部区間は南部区間とつながりまして、広域的にはリニア新駅の

東方面からのアクセス道路となるという役目も担ってまいるわけでございま

すので、どんなに遅くともリニアの開業までには必ず間に合わせる、東部区間

と北部区間にかけて、西関東連絡道路まで連結させるという目標を持ちまして

順次進めていきたいと考えております。  
  北部区間につきましては、高速道路推進課長から説明させていただきます。 
 
乙守高速道路推進課長 新山梨環状道路の北部区間でございます。東部区間に続く石和町の広

瀬から甲斐市の宇津谷までの約１７キロでございます。委員御指摘のとおり、

東部区間とあわせて、平成２５年３月に都市計画決定が終わったところでござ

いますが、この区間については残る未事業化区間となってございまして、県で

は国に対して、東部区間と同様にリニア中央新幹線の開業までの全線整備を目

指して、平成２７年度からの新規事業化を、まさに今、国や国会等の関係機関

へ働きかけを行っているところでございます。 
 
大柴委員   リニアまでにはしっかりやってもらいたいなと思います。また、今言われま

したように、北部区間が甲斐市側から事業着手をされているようですけれども、

県道甲府韮崎線の武田交差点から十郎橋西の交差点の渋滞解消を図るために

は、甲府市の桜井町側からも進めていっていかないと、なかなか渋滞解消にな

らないんじゃないかなと思うんですけれども、土地の用地交渉等もあったり、

また、国と県との間でいろいろな協議がされていると思うんですけど、その辺

のところはどうなんでしょうか。  
 
乙守高速道路推進課長 ただいまの北部区間についての優先整備の箇所という御質問でござい

ますが、まず、県といたしましては、北部区間について、広瀬インターから、

先ほど申しました宇津谷までの全線の新規事業化を要望しているところでご

ざいます。  
  そのような中で、県が整備する東部区間が事業化となったこと、また、整備

中の西関東連絡道路の進捗状況などを踏まえまして、広域的な幹線道路ネット

ワーク網の観点から、東部区間と接続する石和町広瀬から甲府市の塚原インタ

ー間の優先した整備について、今、県から国へお願いしているところでござい

ます。  
 
大柴委員   わかりました。早目の開通を期待しておりますので、しっかりとお願いしま

す。  
 
       （都市公園の防災拠点機能の強化について）  
  次にもう１点だけ、主要施策成果説明書の１００ページの都市公園の防災拠

点機能の強化について伺います。都市公園でここに５つ公園が書いてあるわけ

ですけれども、この中で地震災害時、生活物資等の中継基地とか広域避難地域

としての機能をさせるという説明がありますけれども、もうちょっと具体的に

教えてもらえますか。  
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望月都市計画課長 災害時の生活物資等の中継基地という部分についてでございますが、東海

地震の発生時などにおきまして、山梨県地域防災計画では、県外からの生活物

資の搬入の中継基地として、小瀬スポーツ公園及び富士北麓公園を位置づけて

おります。これは、小中学校などは市町村の住民の方の避難地になってしまう

ので、これらの公園が県外からの物資の運び込みの中継基地という形で位置づ

けをされたものだと思われます。  
  小瀬スポーツ公園では、野球場、テニスコート、体育館、第１駐車場が、富

士北麓公園では、体育館や小駐車場が生活物資等の保管場所に充てられるよう

な計画になっております。これらの施設におきまして、中継基地として物資等

の搬入や搬出が円滑に実施できることなど、機能が十分果たせますように、防

災公園事業としまして、物資搬入口整備や体育館の天井改修などを行っている

ところでございます。  
 
大柴委員   災害はいつ来るかわからないというのと、今、本当に想定外な災害があるわ

けですから、こういうのは早くやっていただきたいと思うところなんですけれ

ども、この５つのうち、今おっしゃった２つの公園をこのように活用をするた

めに、どのような施設整備が必要と考えているのか。そしてまた、都市公園ご

とに、どういうことをやるという説明をしてもらいたいのと、できれば、その

施設が今、どのぐらい整備できているのか、進捗率等を最後に教えてください。 
 
望月都市計画課長 ここにあります生活物資等の中継基地としての機能を持たせる公園としま

しては、先ほど説明しましたとおり、小瀬スポーツ公園と富士北麓公園という

ことになっております。それから、広域避難所といたしましては、やはり小瀬

スポーツ公園、それから、ここには出ておりませんけれども、既に整備が終わ

っている緑が丘スポーツ公園が広域避難所の役割も担うことになっておりま

す。  
  その他の公園につきましては、大地震の発生時に本県に派遣されます警察、

消防、自衛隊などが応急対策を実施するための宿営地として使用するために、

防災活動拠点としての整備を中心に行っているところでございます。その内容

につきましては、緊急車両出入り口の新設、それから、緊急車両も通行できる

ような園路の拡幅、園路や駐車場の舗装、そしてヘリポートの整備などを行っ

ているところでございます。特に、笛吹川フルーツ公園のような、全体が傾斜

地となっているような公園では、斜面の一部に水平なヤードの確保を行い、富

士川クラフトパークのような、カヌー場として池があるような公園では、防災

用水確保地として池の整備などを行うようなこともやっております。なお、こ

れらの整備につきましては、平成２０年度から２６年度までの計画で進めてい

るところでございまして、園路の拡幅やヘリポート整備など、緊急性の高いも

のから進めている状況でございます。  
  進捗率については、事業費ベースではございますけれども、平成２５年度末

で富士北麓公園が８０％、小瀬スポーツ公園が９０％、富士川クラフトパーク

が９０％、笛吹川フルーツ公園が７５％、曽根丘陵公園が７０％となっており

ます。全ての公園につきまして、平成２６年度予算で、今回実施している防災

公園事業については完了する予定となっております。  
 
       （流域下水道事業の見直しについて）  
小越委員   大きく４点ほど伺いたいと思います。  
  まず１点目。本会議で鈴木議員から質問がありました流域下水道の見直しに
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ついてお聞かせください。本会議で答弁された流域下水道の見直しについて、

スケジュールや今後の課題がありましたらお示しください。  
 
丸山下水道室長   まず、スケジュールでございますが、近年、人口減少など社会情勢に大きな

変化があるということから、今後、下水道整備としてどのぐらいまでレベルを

上げるのか、処理区域はどの辺まで狭めるか、広げるかということを、県と市

町村で協議いたします。県のほうの流域下水道においては、今処理できる部分

の施設整備というのは既に終わっていますが、今後、市町村が整備する、いわ

ゆる枝線、管渠につきましては、ちょうど見直しの時期ということもありまし

て、いわゆるアクションプランといいますか、市町村における計画を平成２７

年度までに策定していきたいというふうに考えております。  
 
小越委員   見直しをすることによって流域面積が減り、また、人口が減るということに

なりますと、下水道が入らず、合併浄化槽なり集合的なものになりますか。そ

こに対する支援というものは県から何かあるんでしょうか。  
 
丸山下水道室長   汚水処理の方式といたしましては、私どもが所管している下水道事業のほか

に、農政部がやっている農業集落排水や、森林環境部でやっている合併浄化槽

の補助等がございます。農業集落排水はもう事業をやっていないというふうに

お聞きしているんですが、合併浄化槽への切りかえと設置につきましては、各

市町村で補助制度というものがございますので、それを活用していただいて、

ぜひ汚水処理をしていただきたいと考えております。  
 
小越委員   見直しによって、市町村の負担ですとか、加入されている住民の方々の負担

がふえるというようなことはないんでしょうか。  
 
丸山下水道室長   流域下水道の建設費及び維持管理費については、市町村が負担する予算で執

行してございます。当然、全体計画の中で処理区域の面積が減れば、その分、

全体事業費も減るわけですから、市町村の負担も減るということになってござ

います。  
 
       （県道の管理について）  
小越委員   もう１点、県道、市町村道も含めての、道路におけるラインのことをお伺い

したいと思います。  
  まず最初に、県の管轄しております道路は大体何キロメートルぐらいあるん

でしょうか。  
 
三浦道路管理課長 県管理道路は１７９路線、合計で１ ,８４３キロメートルでございます。 
 
小越委員   実は、南アルプス市では、南アルプス所管の市道の白いラインですけれども、

センターラインなどを含め、２３％が消えているということが議会で取り上げ

られたそうです。南アルプス市で２３％ということなので、県の１ ,８４３キ
ロメートルに２３％を掛けていいかどうかわかりませんけれども、県管理の道

路でこのような、白いラインが消えているとか不備があるところはどのぐらい

あるのか御存じでしょうか。  
 
三浦道路管理課長 区画線の管理につきましては、自動車等の交通量にもよるんですけれども、

通行による磨耗なのか、除雪などによって損傷しているのかということは現地
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状況によって違います。管轄する建設事務所が担当しているのですが、その管

内の日常パトロールによって視認性を確認して塗りかえなどを行っておりま

す。やはり、作業が後になる、先になるというのがありますので、後に回った

分については消えている部分もあろうかと思いますけれども、あくまでもこれ

は視線誘導、安全施設ですから、危険がないように維持管理しようということ

で対応しております。  
 
小越委員   ということは、県の管轄では危ないところはないという認識なんでしょう

か。私も何カ所か回っておりますと、ことしはかなり雪が降りましたので、

チェーンなどでかなり路面が削られていて白い線が見えないところ、停止線

や路側帯、センターラインも含めて、消えかかっているところはかなりある

んじゃないかと思うんですけれども、それについての把握というのはこれか

らしないんでしょうか。 
 
三浦道路管理課長 建設事務所で管内をパトロールする中で、委員がおっしゃるように、部分

的に消えているところはありまして、新設したところで当分大丈夫というのを

まずＡランクとし、良好である、ある程度その機能が保たれているというとこ

ろはＢランクとし、これは早急に施工が必要だよというところをＣランクとい

うように区分をして、順番に対応して、危なくないように維持管理は努めてお

りますが、やはり一度に全部というわけにはいきませんから、順次発注をかけ

まして対応している状況でございます。  
 
小越委員   ということは、そのＣランク、早急にしなければならないところは何キロあ

るとか、それはわかります？それはことし中に手を打つんですか。  
 
三浦道路管理課長 管内、一応、延長とかも調査しておりまして、今集計していないんですけ

れど、それはしっかり把握をして、早急に対応していくつもりでしております。 
 
小越委員   Ｃランクがどのぐらいなのか。ことしは大雪が降ったので、Ｃランクという

ところがふえてくるんじゃないかと思うんです。それで、それに対しての補正

予算なり、予算の裏づけはちゃんとあるんですか。このＣランクというのが、

いつまでにちゃんと全部できるのかをお示しください。  
 
三浦道路管理課長 やはり予算との兼ね合いもありまして、道路維持修繕費という県単独経費

で対応しておりますので、そうなっているところの全部という対応は今ここで

約束できなくて申しわけないんですけど、できるだけ支障が、危ない箇所が少

ないような対応を継続してやっていきたいと考えております。  
 
小越委員   じゃあ、さっきの答弁と違うじゃない。Ｃランクは早急にやりますって言っ

たでしょう。それがお金がないからできるかどうかわかりませんっていう答弁

に変わっちゃうわけですよね。南アルプスでは補正予算を組んで、この二、三

年のうちに、あと２３％、１０キロ程度あるらしいですけど、何とかすると。

県道のラインが消えているところ、国道も含めて、県に言いたいって言ってい

ましたよ。県が、Ｃランクについて早急にするって言いながら、金がなくてで

きません、修繕費だって言いますと、道路って車通るところですからね、危な

いんですよ。それは公安、警察のところも関係するかもしれませんけど、修繕

費が足りないから、Ｃランクが幾つあるかもわからないまま何とかしますじゃ

なくて、これはいつまでにどうするかっていうのをちゃんと計画決めてやって
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もらわないと、また雪が降って、タイヤでそのままこすっていきますと、また

減ったままになる。そこはね、やはりちゃんと管理をして、どこが足りないの

か、いつまでにやるのかっていうのを示してもらわないと、安全にできないと

思うんですけど、そこはもう１回御答弁お願いします。  
 
三浦道路管理課長 南アルプス市のほうでそういう御意向があるということでございますので、

市のほうにも確認をした上で、我々もＣランクは把握しているつもりでござい

ますが、その辺の整合をとりながら、できる限り早急に対応する方法を考えて

いきたいと思います。  
 
小越委員   Ｃランクが何キロ、何カ所あるのか、ぜひ後で資料をいただきたいと思いま

す。  
 
       （大規模ソーラーパネルと景観保護について）  
  ３点目ですけれども、景観のことについてお伺いします。  
  私も本会議でも質問しましたけれども、甲府市の善光寺の参道から見える山

のところに巨大な太陽光パネルが設置されております。農地転用で６ ,９００
平米、山林の地目変更で４ ,８６２平米、合計１万平米を超える大規模な巨大
ソーラーパネルがつくられております。参道から見て、善光寺の屋根のすぐ上

です。非常に見苦しいというか、景観上好ましくないところにそのようなもの

が設置されてしまっております。景観の面から、県はこのようなことにどのよ

うに指導されるんでしょうか。  
 
桜本委員長   すみません、ちょっと答弁の前に。申しわけないです。  
  先ほど、小越委員から、三浦道路管理課長のほうにＣランクの資料をという

請求がありましたので、委員の方々にも提出願うということでよろしいですか。 
 
三浦道路管理課長 わかりました。  
 
桜本委員長   どのぐらいまでにできそうですか。めどを言ってください。  
 
三浦道路管理課長 じゃあ１日いただいて、明日中ということでよろしいですか。  
 
桜本委員長   皆さん、よろしいですか。  
 

（「はい」と呼ぶ者あり） 
 
桜本委員長   じゃあ、そのように私のほうに提出してください。皆さんのほうに配付をさ

せていただきます。  
 
丸山美しい県土づくり推進室長 当該箇所につきましては、甲府市内でございますので、景観

計画を策定して景観行政を行っている甲府市の所管になります。甲府市の今の

景観計画では、太陽光パネルは届出の対象の項目になっておりません。ですの

で、今、景観上、太陽光パネルについて行政指導というものはできない状況で

あります。甲府市のほうでも、善光寺を含めた景観として問題があるというこ

とを認識しておりますので、取り急いで景観条例上で何とか対応したいという

ことで、指導要綱を今、策定しているということを聞いております。ただ、そ

れだと施工中である当該案件には間に合わないので、市としては、将来的な指
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導要綱の内容に沿うような形で、業者に対してできるだけ景観上支障がないよ

うに指導を行っていくということを聞いております。  
  県といたしましては、市がこれから指導要綱などを策定するということです

ので、それに対して技術的な指導など、積極的に支援していきたいと考えてお

ります。  
 
小越委員   これはたまたま甲府市の案件ですけれども、甲府市以外の山肌、日当たりが

いいですからね。ブドウをつくっているところがたくさんありますから。でも、

耕作放棄地がふえて、そういうところに次々と太陽光パネルの設置がされる可

能性がなきにしもあらずと思います。甲府市以外の市町村ではどのような指導

をされているのか、そこはどうでしょうか。  
 
丸山美しい県土づくり推進室長 甲府市以外にも北杜市とか、やはり太陽光パネルの設置に適

した土地については最近、太陽光発電の建設が相次いでおります。それに従い

まして、住民から苦情等が寄せられているというようなこともありまして、県

では、景観を所管する美しい県土づくり推進室とエネルギー局エネルギー政策

課が一緒に、市町村の景観担当の職員とエネルギー担当の職員を集めまして、

７月３０日に、太陽光発電の設置について市町村のほうで適切に対応するよう

にという要請をしたところでございます。必要に応じて景観計画の見直しや指

導要綱の策定などをして、適切に対応するようにお願いしているところでござ

います。  
 
小越委員   ぜひ指導だけではなく、県が主導的になって、県内一円をカバーするぐらい

のことをしていただかないと、なかなかストップがかけられない。太陽光発電

を否定するわけじゃないんですけれども、山梨県は、桃源郷も含めまして、景

観がやっぱり観光地の売りですので、そこが桃源郷じゃなくパネル郷になって

しまいましたら何にもならなくなってしまうので、県が中心的に指導力を発揮

してもらいたいと思います。  
 
       （大規模ソーラーパネルと土砂災害警戒区域について）  
  もう一つ、そこのことについて聞きたいんですけれども、先ほどの甲府市の

善光寺のところは、土砂災害特別警戒区域のすぐ隣です。土砂災害特別警戒区

域のすぐ隣で、住民の皆様は大丈夫なのかということを非常に心配されており

ます。１万平米超えるところですから、そこのすぐ隣に土砂災害特別警戒区域

があることについて何ら指導はないんでしょうか。大丈夫なんですか。  
 
保坂砂防課長   土砂災害警戒区域につきましては、土砂災害が起こったときに被害があると

ころを示させていただいています。上流側の開発箇所は、現在の土砂災害防止

法の中では規制することができませんので、森林法とか他法令によって規制さ

れているという状態でございます。  
 
小越委員   土砂災害警戒区域に指定されると、人が住んでいるところでは、住宅等の構

造規制がかかります。太陽光パネルの場合は、ほかのものも含めて、何も規制

がかからないとすると、もしその特別警戒区域のすぐ隣で土砂災害が起きたと

きに、誰が責任を負ってくれるんですか。県には責任がなくて、民民の話とい

うことになっちゃうんですか。  
 
保坂砂防課長   土砂災害防止法の警戒区域というのは、土砂災害が起こった場合に人民等に
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被害が生ずるところをお示ししてあります。残念ながら、上流側の開発等につ

いては、今、規制するものがありませんので、何回も繰り返すようですが、い

ろいろな他法令によって規制されているということでございます。  
  いずれにしましても、土砂災害の危険性があるということですので、地域の

方々に土砂災害の危険性を認知していただき、雨が降った場合、または土砂災

害警戒情報が出た場合には、注意して早目の避難等に心がけていただきたいと

いうことでお願いしたいと思います。  
 
小越委員   そうしますと、先ほどのところは森林法にも引っかからないわけですよ。１

ヘクタール以上の森林伐採ではありませんし、農転をしているわけですから。

山林の地目変更と農地転用とで合体して１万平米以上のところが開発されて、

それでも森林法も引っかからない、土砂災害防止法もだめだと。農振はそのま

まにしたと。誰かの土地のところにそれがつくられて、何か事故があったとき

は、じゃあ民民でお願いします、注意してくださいって、それはちょっとない

んじゃないですか。特別警戒区域と定めているわけですから、こういうところ

にこういう危ないものをつくるっていうことを規制すること自体がなかった

ら、それはそこに住んでいる人の責任でもないし、誰がそこにストップをかけ

るんですか。土砂災害警戒区域の中でこのような危ないものをつくった場合、

何らかの規制をつくるという方法を県として考えることできないんですか。  
 
保坂砂防課長   ちょっと話が錯綜しているところがございまして、特別警戒区域の中では当

然いろいろな規制が入ってきます。ところが、何回も繰り返しますように、上

流側の規制については何ら対処がありません。今後の国の状況などを見守るし

かないと。広島等のこともありますので、今後の国の状況を見たいと考えてお

ります。  
 
小越委員   そうしますとこれは、県としても事故が起きたときには誰も責任を負わない

と答弁されたと同じことで、住民の方々は誰にこの思いをぶつけていいかわか

らなくなってしまいます。  
 
       （砂防計画について）  
  もう一つ、砂防計画のことをお伺いしたいと思います。昨日も本会議でお聞

きして、部長から答弁がありましたけれども、わからないのでもう１回聞きた

いと思います。  
  何人かの方からも質問があって、部長が答弁されておりますけれども、１ ,

０００カ所当たっているとか、やっているとか。で、現在１５０カ所やってい

ると言ったんですけれども、では、完了したところは何カ所あるのですか。そ

して、必要な整備箇所は何カ所あるのか、数を正確にお願いします。 
 
桜本委員長   課長、数だけ明確にお答えください。  
 
保坂砂防課長   現在、答弁の中では１,０００カ所というようにお答えさせていただいてお

ります。正確には、土砂災害警戒区域７ ,０８９カ所に対して１ ,０２９カ所、
約１ ,０００。そういう形で約７ ,０００に対して約１ ,０００カ所、着手させて
いただいているという状況でございます。  

  あと、事業ですが、チャレンジ山梨行動計画の中で新規箇所についてお答え

しているという状況です。非常に多い箇所があるので、長い年月がかかると予

想されます。ですので、県としては、近年、災害が発生した箇所とか、避難箇
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所、避難路があるようなところを優先的に整備して、順次整備をしていきたい

と考えております。  
 
小越委員   だから、１ ,０００カ所終わっているわけじゃないんですよ。着手している

って言いましたよね。確か１５０カ所を現在やっているというふうに部長は答

弁しました。今のお話でいきますと、土砂災害警戒区域の７ ,０００カ所、特
別警戒区域６ ,０００カ所のうち、非常に多い箇所だというふうに言っていま
したけど、非常に多い箇所って、結局何カ所あるんですか。  

  何カ所あるかわからないと、これからどうやって計画するのかわからないで

すよね。結局、何カ所整備が必要なのか、正確にお答えください。  
 
保坂砂防課長   土砂災害警戒区域の７,０００カ所を全て対象として、特に６ ,０００カ所の

特別警戒区域を重点的にやっているというところでございます。  
 
小越委員   特別警戒区域６ ,０００カ所のうち、特別警戒区域の中で砂防堰堤１カ所で

いい場合もあるし、２カ所かもしれない、やらなくてもいいかもしれないとこ

ろもある。だから、何カ所あるのかと聞いているんです。それは把握している

んですね。  
 
保坂砂防課長  全ての箇所に具体的な計画を立てていくということは、現時点で非常に難し

いところもあります。優先順位を決めながら、順次、詳細な計画を立てて事業

を進めているという状況です。  
 
小越委員   じゃあ、優先順位というのは？どういうところからつくる？優先順位の中で

も優先順位ありますよね。じゃあ、優先順位の公表はしないんですか。  
 
保坂砂防課長  個々の計画になりますと、事前評価というのを受けなければなりません。先

ほど言いましたように優先順位をつくりながら事前評価を受けて、それに基づ

いて公表してやらせていただいているのが今の現状でございます。  
 
小越委員   この『県土整備事業の概要』という本をいただきました。これから拾います

と、この６０ページのところの土石流危険渓流Ⅰだけでも、保全対象人家戸数

４万６２２戸って書いてあるんです。自分のところはハザードマップ見てくだ

さいって言いますよね。ハザードマップを見たら、うちのところの近所だった

と。いや、うちは入っていると。じゃあ、うちは大丈夫なのかと、心配になる

じゃありませんか。じゃあ、うちのところはどのぐらい工事が進んでいるのか、

うちは優先順位の場所なのか、何年ぐらいにやってくれるのかって、それがわ

からなかったら、家を建てかえるときに構造規制にも引っかかりますし、どう

したらいいのかと。なぜ公表しないんですか、それを。優先順位があるってこ

とは、優先順位の場所は何カ所あって、その優先順位の場所の工事はいつまで

に終わるんですか。  
 
保坂砂防課長   何回も繰り返して言っていますが、長い年月がかかるということで、土砂災

害防止法におきまして特別警戒区域に指定されますと、そこは開発するときと

か、建物を建てるとき、または改築するときに規制がかかります。ですので、

既に特別警戒区域になっている場合は、住民の方がハザードマップを見れば、

自分のところがどのぐらい危険なのか、また、家を建てる場合や開発する場合

にはどのようにするのかということが示されている状況ですので、それに基づ
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いて住民の方には判断していただきたいと考えております。  
 
桜本委員長   委員長より申し上げます。質疑は堂々巡りの感があり、審議が停滞しており

ますので、質問及び答弁は整理して簡潔にお願いいたします。  
 
小越委員   本会議の御答弁で部長が言いました。今現在、砂防の予算は大体３６億円。

公共ですね。県単と国直轄も含めますと平成２６年度当初予算は５１億円です。

それが１０年前の平成１５年は公共は９６億円でした。そして、全部あわせる

と１２０億円。約１２０億円だったものが今、半分以下ですよね。今、話を聞

いていますと、優先順位を設けてやると言っていますけれども、きのうの御答

弁の中で財源の問題を部長は言いました。これは非常に箇所が多いとさっき言

いましたけれども、財源がないから優先箇所が少ないんですか。どっちが先な

んですか。財源があって箇所を決めるのか、箇所があって財源がついてくるの

か、どっちなんですか。 
 
大野県土整備部長 当然でありますが、毎年の事業実施箇所につきましては、予算の額に応じ

てその箇所を決定します。毎年決定していくということでございます。  
 
小越委員   平成１５年は１２０億円ぐらい全部含めてありました。今回、５１億円しか

ない。そうしますと、予算がこれだけ削られている中で、これからやっていく

非常に多いと言われている工事の箇所が、これからも減っていくことになるん

じゃありませんか。優先順位を設けてやるというのであれば、必要な箇所を決

めて、そこに予算をつけるという、その方向転換はできないんですか。  
 
保坂砂防課長   ハード対策については確かに、予算に左右されて、昔に比べれば現在はかな

り少ないという状況があります。ですが、平成１３年に施行されました土砂災

害防止法というのは、まさしくそれを反映したもので、ハード対策でできない

ところは警戒区域に指定したり、大雨が降った場合、危険な場合、住民の方々

に気象情報などの十分な災害に対する情報を与えて、逃げていただくというソ

フト対策を行います。ハード対策とソフト対策で総合的な土砂災害をすすめ、

県民の皆さんの安全を守るということを今、進めさせていただいております。 
 
小越委員   私たちが広島県に土木森林環境委員会の県外調査で行ったときに資料をい

ただきました。広島県は、砂防防災アクションプランというのをつくったそう

です。優先的にするのか、どこまでやるのか、全部じゃないですけど、示して

ありました。その中で、全部やるには広島県では３３３年かかると答弁があっ

たそうです。  
  今、非常に長い年月かかると言いました。金額もどんどん減ってきています。

予算の額に応じて工事をすると言いました。優先場所はもうわかっているわけ

ですから、あと何年かかるんですか。広島みたいに３００年、２００年もかか

るんですか。そこを教えてください。  
 
保坂砂防課長   広島のほうが３３３年という具体的な数字を出した、その根拠というのがち

ょっとわからないところがあるんですが、予算の推移、それから対策の詳細な

設計に入った場合、諸事情により対策費がふえたり減ったりする場合もありま

すので、具体的に何年までにという明確な年数を言うことはできないと考えて

おります。  
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桜本委員長   委員長より申し上げます。本問題に対する審議は既に十分尽くされたと思い

ますので、他の審議事項に移行すべき時期と考えます。  
  そのほか、ございますか。  
 
小越委員   最後に一言だけ言っていいですか。  
 
桜本委員長   一言でいいんですか。 
 
小越委員   一言です。  
  じゃあ、まとめにしますけれども、トンネルや橋の計画があるように、砂防

計画もあると思いますので、ぜひ公表していただきたいということを最後に申

し上げておきます。  
  これでいいです。  
 
       （公共工事の発注数の減少と県内業者への影響について）  
臼井委員   今、山梨県の土木業者っていうのはどのぐらいあるんですか。  
 
笹本建設業対策室長 県内の建設関係の事業所としまして４ ,７６４程度と考えております。 
 
臼井委員   何？その、四千何百っていうのは何の数字なの？登録業者の数字なのかね。 
 
笹本建設業対策室長 県内のいわゆる建設関係の事業所で４ ,７６４でございます。このうち、

建設業の許可をもっている業者数といたしますと、３ ,５５８という数字にな
っております。  

 
臼井委員   長年の不況下で建設業者数が激減して、１ ,０００もないような話を聞いて

おるんだけれども、今、あなたの答弁で、登録業者が三千何社と。ちょっと解

釈が違っているかもしれないけれども、例えば、セメント屋さんも何屋さんも

みんな建設業者みたいなことじゃなくて、土木業者は何軒あるかと質問したん

だけれども。下請企業もみんな数に入っているんだろうけど、そうじゃなくて、

元請というの？専門的には知らんけれども、そういった数を聞いているんで。 
 
清水県土整備総務課長 県の入札参加資格有資格者数ということで、総合的な土木一式の業者

でございますけれども、登録業者数６２５社となっております。  
 
臼井委員   私はその程度の数で認識しておったんだけれども。例えば、１０年前か５年

前か、データがあるかないか知らないけれども、対比してみてどのぐらい減っ

ているんですか。  
 
清水県土整備総務課長 正確な数字はちょっと手元にございませんが、およそ１５％程度ほど

業者数は減っていると考えております。  
 
臼井委員   国のアベノミクスの３本の矢の２番目に財政出動という言葉があるけれど

も、財政出動の中にもいろいろあるんでしょうけれども、公共事業がその多く

の部分を占めていると私は認識しているんだけれども、県内の業者さんの話を

聞きますと、仕事がない、仕事がない。特に私どもの身近な中北建設事務所管

内には仕事がない、仕事がないって言うんだけど、どういうことなのか、どん

なふうに理解しているのか教えてちょうだい。 
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清水県土整備総務課長 長い目で見ますと、公共事業の予算はずっと減ってきておりますので、

事業量が減少しているというところはございますけれども、平成２４年度、２

５年度と、２月の追加補正におきまして大きく予算をふやしておりますので、

昨年から今年につきましては、金額的には回復をしてきているのではないかと

思います。  
 
臼井委員   ともかく１５％か２０％か、あなたたちの記憶か何かで言っているのかもし

れないけれども、業者数が激減していることは事実ですよ。そういう意味で、

県の大きな政策の柱として、経済あるいは景気の回復、いろいろなことを言わ

れていて、先ほどから質問をしている小越委員は、公共事業が多過ぎるなんて

よく言うけれどもですね、仕事が少ない、仕事が少ないって言って、大勢の業

者さんが憂いているのは何が原因なのかね。今の課長の答弁では納得しないな、

率直に言って。  
  去年もことしも補正予算でふえていますって言ったって、業者は去年もこと

しもみんな仕事が少ない、少ないって言っているんですよ。工事が大型化して、

いわばランクの低い業者には行く仕事が少なくなっているのか、あるいは逆   

なのか、何かわかるでしょう。あなたたちは毎日毎日その仕事してるんだから。

どうですか。  
 
清水県土整備総務課長 やはり大きな要因としては、全体的に予算が減ってきているというの

が、これが一番ではないかというふうに考えております。  
 
臼井委員   それじゃあ、関連した質問だけれども、よく入札の不調という言葉が使われ

るけれども、そんなデータはありますか。  
 
清水県土整備総務課長 入札不調の状況でございますけれども、県土整備部の状況でございま

す。平成２４年度の入札不調が４ .８％、それから、昨年２５年度が１０％と、
若干高くなっております。本年度ですが、７月末現在の数字ですけれども、５ .
７％ということで、また下がってきております。  

 
臼井委員   役所は、知事あるいは部長をはじめ、業界の人たちと何回かいろいろな話し

合いをしたりしながら、業界の実態を把握したりしている。あるいは、業界の

要望等もいろいろと伺っていると私は理解していますけれども、そういう意味

で、今、山梨県の土木に限らず、公共事業として、業界の人たちはどんなこと

を役所に要望しているんですか。一番知っている人がしっかり答えてください。 
 
手塚技術管理課長 建設業協会からは予算等の確保、それから今、委員がおっしゃいました、

仕事を出していただきたいという要望が毎年ございます。ことしも既に２回ぐ

らい、協会のほうから要望が来ております。その中で、中小の企業において仕

事がないという要望を、協会のほうから受け取ったところでございます。  
 
臼井委員   業者は減っている。仕事は少ない。これでは公共工事に参加している人たち

が立ち行かないことは目に見えて明らかなわけ。じゃあ、どんなふうに県とし

ては、こういう今の業界の窮状と言っちゃ大げさかもしれないけれども、この

実態をどんなふうに指導、対応していったらいいのか、その点どうなんですか。 
 
清水県土整備総務課長 これは県土整備部だけの問題ではないわけですけれども、やはり予算
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の確保に努力するということで、県の内部、それから国への要望といったよう

な形で、公共事業の予算の確保に努めるということが一番ではないかと思いま

す。  
 
臼井委員   どうもあまり私が期待をするような答えはないみたいだから、まあ、委員長

から堂々巡りなんて言われてもいかんから、そのことはこれでとりあえずやめ

ます。  
 
       （流域下水道事業について）  

次にですね、先ほど下水道室長が、流域下水道は県の対応は全て終わってい

る、あとは市町村だと、こういうふうなニュアンスで理解できるような言い方

をしとったけれども、流域下水道は予定の１００％が完了しているんですか。 
 
丸山下水道室長   県の流域下水道におきましては、全体計画全てが完成しているわけではござ

いません。例えば、流入する汚水をためる池というものがございます。それは

全部はできてございません。今、市町村で集水してくる量が賄える分だけの施

設整備が終わっているという状況でございます。  
 
臼井委員   ちょっとよくわからんけど、処理施設が予定どおりでき上がってはいないっ

ていう意味なの？  
 
丸山下水道室長   今、必要な分だけの池の整備しか終わっていないということです。 
 
臼井委員   池なんて言ってもわからない。  
 
丸山下水道室長   池といいますのは、処理場の中に汚水が入るときに、一番初めにしなきゃな

らない最初沈殿池といいまして、不必要なものを下に沈殿させる池があります。

例えば具体的に言いますと、釜無川下水は一番大きい下水場ですが、まずそこ

の１６の池を通してから、処理水をきれいにしていく過程に移るわけですが、

その１６の池が現在は１０個できています。１０池。それだけあれば、今、市

町村の整備されているエリアから入る流入量を十分賄える施設整備というこ

とでございます。  
 
臼井委員   要するに、その池なるものも、全体のくくりで処理場というんだろう？  
 
丸山下水道室長   はい。  
 
臼井委員   そう言いなさいよ、君。池だ、池だなんてわからんじゃないか。  
  下水道課っていうのは、課のボリュームが、仕事量が少なくなって室になっ

たっていうことなの？ちょっとそれ、一言で教えてよ。  
 
清水県土整備総務課長 下水道課が下水道室に、課内室になったという経緯でございますけれ

ども、昨年度の組織再編で、県土整備部として高速道路推進室を課に昇格をさ

せるという中で、県全体の組織の中で、県土整備として課の数をふやすことが

困難であるということで、全体の事業内容等勘案する中で、下水道課を下水道

室にしたということでございます。  
 
臼井委員   よく下水道の場合、普及率という言葉を使うはずだけれども、公共は別です
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よ。流域下水道の普及率っていうのは、今どのぐらいなんですか。  
 
丸山下水道室長   県内の下水道の普及率でございますが、昨年の末時点で６３ .６％という数

字でございます。  
 
臼井委員   いまだ６３ .６％っていうことは、全国でワースト何番目？  
 
丸山下水道室長   ワーストということではなくて、全国２６位ということでございます。  
 
臼井委員   ちょっと、もっと低いような感じがしたけど、それはいつのデータなの？  
 
丸山下水道室長   昨年度末の時点でございます。  
 
臼井委員   大げさな言い方かもしれんけど、この今の状況にあってもまだ快適な生活が

できていない方々がいるということだね。下水道の普及率が６３．６％という

ことは。そういう意味で、これも公共事業が遅滞をしている。これは市町村の

分野になるかならないか、私は専門家じゃないから判断できないけれども、こ

れも公共事業が少なくて、仕事量が少ない中に入ると私は思います。もう１回

確認で聞くけれども、県の行うべきことは大体どのぐらい行ってあるのかね。

先ほど処理場で、これは今のボリュームでいいんだと。例えば釜無川流域で、

計画では１６の池が今は１０であるが、ケアできているんだという話ですけれ

ども、いわゆる流域の基本、幹線は県がやり、支線は市町村がやるということ

だね。そういう意味で、普及率とは別に、県の下水道事業が何％完了している

ということになるんですか。  
 
丸山下水道室長   流域下水道、県内では富士北麓、峡東、釜無川、桂川で４つございます。た

だ、それぞれ着手時期も違うということから、進捗率といいますか、整備率が

異なるのですが、私の今の感じ、判断から申し上げまして、ほぼ７割程度は施

設整備が終わっているというふうな感じを持っています。  
 
臼井委員   じゃあ、市町村のほうは？  
 
丸山下水道室長   市町村においても同程度というふうに思っております。  
 
臼井委員   じゃあ、計画としてはあと何年間で、１００％になるわけ？  
 
丸山下水道室長   流域下水道も含めまして、下水道事業や、いわゆる生活排水を処理する合併

浄化槽、それから、農業集落排水等を含めた都道府県構想というものを昨年３

月につくっております。それによりますと、下水道の普及も含めまして、平成

３５年度にはおよそ８７％の整備を目標にしています。  
  ただ、国土交通省からも、おおむね今後１０年以内には、汚水処理１００％

になるような計画をつくるべきというお話を伺っております。先ほど小越委員

からも御質問があったように、市町村で来年度中にはアクションプランを作成

しますので、それらの計画を調整しながら、県内すべてがおおむね１０年でほ

ぼ完成する方向で、今後計画をしていきたいと思っております。  
 
       （都市計画道路について）  
臼井委員   都市計画課長に伺いますが、都市計画道路っていうのは現在進行しているも
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のもあれば、長い間、計画だけあって全く進行していないものもある。都市計

画道路っていうのは、計画はいっぱいあるわね。現在、都市計画道路の進捗率

はどのくらい？進捗率っていったって、ものすごくあるから、進捗率って単に

言えないかもしれないけれども。何か答えられますか。  
 
望月都市計画課長 本県には１２の都市計画区域がございまして、都市計画道路路線数が２２

２路線計画されております。計画決定延長が４６１ .５８キロメートルござい
まして、これに対しまして整備済みとなっている延長は２８７ .７２キロメー
トル、整備率としましては６２ .３％。これは平成２４年３月現在の都市計画
年報の指標でございますけれども、以上のようになっております。  

 
臼井委員   今、数字をメモできなかったんだけれども、現在計画があるものの６２.３％

は既に終えていると、こういうことですね。  
 
望月都市計画課長 街路事業として整備したものと、都市計画決定している道路の幅員がほぼ

現道の幅員で確保されているものの両方合わせた数字になると思います。それ

が６２ .３％なります。  
 
臼井委員   例えば、甲府の古府中環状浅原線ですか、毎日のようにあの辺は通っている

んだけれども、進捗率が極めてよくないなと、私は個人的にそう思っている。

先ほどの小越委員が質問している砂防の問題もそうですけれども、まだまだ、

俗に言うインフラ整備とか、公共事業っていうものはほんとうに限りなくある

と思うんですよ。にもかかわらず、業者は仕事がないと憂いている、あるいは、

役所は金がないと言ってなかなか前に進まない、この解決っていうのは部長、

どうなのかな。国の責任なのか、県の責任なのか、どういうことになるの？  
 
大野県土整備部長 仕事がないっていうのはやはり予算が減っている、また、それに伴って工

事の発注件数が少なくなってきている、実態はそういうところに原因があると

考えております。その背景としましては、県の予算編成の方針として、どんど

ん予算が減ってきたということと、あと、事業費ベースでいきますと、国の補

助金の額の大小に左右されているということがあります。国の補助予算もどん

どん減ってきているという現状の中で、両方あわさって、この予算、工事費の

減少につながっているというふうに理解しております。  
 
臼井委員   これで終わりますがね、全体予算の中における公共事業の比率が高いとか何

とか、いろいろ御批判がもちろんあって当たり前。しかし、山梨の現状ってい

うのは、例えば下水道の普及率が全国で二十何番目だと。決して高くないです

ね、実際。あるいは都市計画道路も、私なんかに言わせれば、甲府の都市計画

道路はあっちもこっちも行き詰まりじゃないかなという気がしてならないの。

そういうものを解決していくのは、やっぱり金ということに尽きるのかもしれ

ん。今の部長の答弁を伺っても。  
  先ほどの砂防問題から何から含めてですね、県は全体の予算における公共事

業費の比率が高いとか何とかっていう批判はよく耳にするんですが、私は、現

実に山梨のインフラ整備っていうことを考えたときに、本県においてはまだま

だやるべきことがいっぱいあると、一生懸命努力しなきゃいけないと思います。

予算は激減していても、職員はそんなに激減しているわけじゃないんでしょう。

私がよく行く中北建設事務所でも、そんなに職員が激減しているようには見え

ない。机の数見てみても、別に部屋があいているなんていう状況じゃ全くない
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し。だから、人はそんなに減ってはいない。しかし予算がないから仕事ができ

ない。これ、何とか努力や知恵で解決できないのかなと。  
  少なくとも私は、弱小業者を本当に数多く知っていますが、もう、仕事がな

いないと言って本当に悩んでいるんですよ。何でそんなに仕事ないんだって言

うんだけれども、ないって言って悩んでいる。別に責任を持てというふうな話

にまでにはエスカレートしないでしょうけれども、こういうこともやっぱり役

所はそれなりに、何とかひとついろいろなことを考えてあげないと、県民であ

る業者が、仕事がないと言って嘆いている、また、この文化時代にですね、何

十％かは汚水の処理ができないという状況にある、いろいろなことを考えたと

きに、もっともっと県土整備部は頑張ってもらいたいなということを私は強く

思いますが、そういう認識でいいんでしょうか。私の認識が間違いなんでしょ

うか。最後、答えていただきたいと思います。 
 
大野県土整備部長 委員の発言の中にもございましたが、私ども、さまざまな所管事業がござ

いますけれども、まだまだやるべきことが非常に多く、また、あらゆる計画が

まだまだ遠い先の話のような現状でございます。そういった現状を少しでも変

えるということに加えまして、これからリニアができ、高速道路もかなり全国

的に見ても変化がある県だと思います。そういった中で、私どもの果たさなけ

ればならない使命はかなり大きいと思っています。業界の方々にも、ただ単に、

工事が少ないという現状を解消するだけではなくて、将来に向けて明るい未来

の展望が抱けるような県土整備行政を進めていきたいと考えております。  
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主な質疑等 森林環境部関係 

 

 

※第１２１号 平成２６年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中土木森林環境委員

会関係のもの、第３条繰越明許費の補正中土木森林環境委員会関係のもの及

び第４条債務負担行為の補正中土木森林環境委員会関係のもの  

質疑 

 
土橋委員   前の県土整備部のほうでも繰越明許費について質問させてもらったんです

けど、林道工事は木材生産の効率化や林道利用者の安全を確保するなど、重要

な使命があると思います。地域の経済対策という面からも、計画的に早急に施

工する必要があると思います。今回、繰越が出ているようですけど、森林環境

部の現在の執行率はどのぐらいあるのか教えてください。  
 
田邊治山林道課長 平成２６年度の治山林道工事の９月末の執行率は、治山、林道工事合わせ

て７０ .７％でございます。  
 
土橋委員   この、今までにやらなければならなかった７０％っていうのは、さっきの話

にもあったけれども、例えば、大雪がなかったら順調に全部行っていたという

ことですか。  
 
田邊治山林道課長 雪の影響をもって今回、繰越明許を行ったものは２件ございます。そのほ

かは土地所有者との協議に日数を要したものが１カ所、それから地元関係機関

との調整で４カ所、あと、中日本高速道路との協議に日数を要したものが１カ

所でございます。  
 
土橋委員   私がちょっと調べたところによると、金額的なもので工事してくれるところ

がないというような話も聞いたことがあるけれども、そんなことはないですか。 
 
田邊治山林道課長 工事の発注金額につきましては、県で定める標準単価等を用いまして、費

用単価を反映しまして適切に計上しているところでございます。  
 
土橋委員   実際に携わっている人たちの話を聞くと、結構広い林道の場合は結構それな

りに合うんだそうです。でも、２メートルぐらいの林道をつくれというような

工事になってくると、予算のほうが高くついちゃう。例えば、頭から入って進

んでいったら、Ｕターンする場所がなく、バックで出てこなきゃならないよう

な道路とかっていうことになってくると、単価的に高くついちゃって、なかな

か受けられないのもあるんですよというような。さっきの県土整備部の中でも、

業者が仕事がないって言っている話と、予算がいっぱいあるような話とがどう

もうまく合致しないという中で、工事を請けたくてもできないような話を聞い

たことがあるんですけど、そんなことないですよね。  
 
田邊治山林道課長 工事の大小によって積算内容が変わるということは、諸経費率等をもって

変わることがございますが、諸経費率は小さい工事の場合にはそれなりに高く、

大きい工事の場合にはそれなりに小さくというような制度になっております。

先ほど申しました工事現場による施工性によって、事業費が工事金額にあわな

い等をもってなかなか受注したがらないということはないと考えております。
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そういった現地の状況も踏まえて林道工事等は積算しているということです。

適正な価格をもって発注していると思います。 
 
土橋委員   今年度もあと残すところ半分ということですけど、今後の執行計画はどのよ

うになっていますか。  
 
田邊治山林道課長 残工事はおよそ３０％でございますけれども、残りの工事につきまして、

地元関係機関との調整が必要な場所については速やかに対応しまして、発注の

準備を進めます。また、林道開設工事のように手前区間に前工事がある場合は、

適切な進捗管理を行いまして、計画どおりの完成に努めまして、残工事につい

ては早期に執行するように努めてまいります。 
 
土橋委員   林道工事、いろいろな意味で危険を伴ったりしますが、地域の人たちにして

も大切な工事だと思いますので、速やかな執行と、山梨県は危険箇所がないん

じゃないかって思われるぐらい、とにかく頑張っていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 
 
 
※第１２２号 平成２６年度山梨県恩賜県有財産特別会計補正予算  
 
質疑     なし  
 
討論     なし  
 
採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
 
 
※所管事項 

 

質疑 

 
       （公共建築物の木造化の取り組みについて）  
清水委員   県産材を使用した公共建築物の木造化について質問をします。  
  県産材の利用拡大のためには、公共の建築物の利用を推進して、県産材のよ

さを多くの県民の皆さんにＰＲすることはまことに重要ではないかなと、そん

なふうに思っているところでございます。  
６月の議会の際、県では公共建築物の木造化を推進するため、市町村に公共

建築物等における木材の利用の促進に関する方針の策定を指導いたしまして、

今年度全ての市町村において策定されているとのことでありましたが、現在の

状況について質問をいたします。  
 
橘田林業振興課長 今年度２市村において策定される予定になっておりましたけれども、その

２市村も策定が終わりまして、これで全部の市町村で策定を終了いたしました。 
 
清水委員   こうした一つの方針を踏まえて、公共の建築物の木造化や県産材の利用が進

んでいると思うが、これまでの実績と、今年度の状況、また、どんな施設に県

産材が利用されているのか質問をいたします。 
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橘田林業振興課長 公共建築物における県産材の使用量につきましては、県、市町村を合わせ

た平成２４年度の実績は９７立方メートルでございました。平成２５年度は４

１１立方メートル、そして平成２６年度は早川町、それから小菅村役場の新庁

舎建設などに７３２立方メートルを使う予定となっております。  
 
清水委員   市町村で使うということは、県にとっても非常に大切なことじゃないかと思

っております。私は、そうしたもので一般の県民への木のよさをＰＲするとと

もに、県産材を利用することによる地産地消を進める普及効果の意味が非常に

大きいと思っております。こういった取り組みをすることで、県産材を使った

住宅も増加をしていくと思っております。  
  そこで、県産材を使った公共建築物を広く県民にＰＲすることは非常に必要

であるが、どのようなＰＲを行っていくか、再度質問をいたします。 
 
橘田林業振興課長 公共建築物の木造化の推進というのは、委員御指摘のとおり、その施設を

訪れた県民にこれはよいというふうに思ってもらい、御自身の住宅の新築や改

装の際に県産材を使うことを促していくことで、住宅や一般建築物等の木造

化・木質化の波及効果を高めるというのが大きな目的となっているところでご

ざいます。こうしたことから、県におきましては、各整備主体において、整備

した木造公共建築物をＰＲするようなリーフレットの作成、それから施設内に

県産材を紹介したパネルのようなものを展示するように働きかけておるなど、

県産材の利用が拡大するよう努めているところでございます。  
  また、公共建築物における整備事例というものもふえてきているということ

から、県民が多く集まる森のフェスティバルなど、各種イベントにおきまして

パネル展示などを行うとともに、県のホームページに県産材を使った施設を紹

介するといったようなことも行いまして、今後も県産材を使用した公共建築物

を県民に広くＰＲして、利用拡大に努めてまいりたいと思っております。  
 
       （森林法と大規模メガソーラーについて）  
小越委員   本会議で私が土砂災害警戒区域の中での森林伐採についてということで質

問したときに、林務長から森林法に基づいて行われていますというお話があり

ました。森林伐採をしてメガソーラーを設置しているところがあるんですけれ

ども、それについても適切に行われているという認識でいいんですかね。  
 
島田森林整備課長 森林法では、１ヘクタールを超えて開発が行われることにつきましては、

開発にかかる基準というものが定められておりますので、これに基づいて事業

者から申請をいただいて、審査をして、森林の公益的機能の発揮に支障を生じ

ないような形で適切に許可をしております。  
 
小越委員   １ヘクタールを超えない場合、例えばそれは８ ,０００平米とか７ ,０００平

米とか、細かく分けてやった場合、そういうときについては規制や届け出とか

はないんでしょうか。それについてはどうお考えですか。  
 
島田森林整備課長 すみません、先ほど申し上げましたのは保安林以外のことになりまして、

保安林につきましては面積にかかわらず規制しております。  
今、御質問のありました７ ,０００平米とか８ ,０００平米という場合、林地

開発ということにつきましては１万平米を超えませんので規制はありません

けれども、伐採届けという制度がありまして、立木を伐採するに当たりまして

は市町村に届け出をすることになっています。届け出の中で、伐採方法等が公
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益的機能の発揮に支障があるということであると、市町村が事業者に指導する

ということが制度としてはございます。  
  
小越委員   メガソーラーもそうですけれども、甲斐市のところで、公共建設発生残土の

置き場ということで、１００万立米を沢状のところに開発するという、７万４ ,
６５１平米の森林伐採の申請が出されました。これは許可されて、工事が進め

られているんですけれども、近隣の方々からは、土砂流出のことが心配だとい

う声が上がっております。この森林開発に伴って、関係する市町村、それから

近隣の皆さんへの説明とか、同意とか、そういうことは求めないんでしょうか。 
 
島田森林整備課長 甲斐市の案件につきましては、今年度許可した案件でございまして、１０

０万立米の残土処理場をつくったものです。これについては森林法に基づく林

地開発の許可をしております。その許可に当たりまして、森林法の第１０条の

２の中で地元市町村の意見を聞くというところがありますので、甲斐市に対し

て意見照会をし、甲斐市の意見に基づきまして、地元の関係する３つの区と、

２つの土地改良区につきましては説明会を開催しまして、意見をいただき、そ

の中で要望等をお聞きしながら対応していくということでやっております。  
 
小越委員   要望がありますと、開発許可にストップがかかるとか、それから、水処理に

ついて規制がかかるとか、何かそういうものがあるんでしょうか。  
 
島田森林整備課長 森林法では、許可に当たる４つの基準ということで、土砂災害の防止、水

害の防止、水源の確保、そして環境の保全という４つの項目があり、これにつ

いては基準が定められておりまして、チェックをしております。  
  そのほかに、もちろん地元の方の意見というのもあります。ただ、これにつ

きましては、基準ではありませんので、それによって不許可といったことはあ

りませんが、県のほうの指導等がありまして、できるだけ地元の市町村の意見

も踏まえまして、地元の方の要望をお聞きするような形で許可をする。そうし

た中で、水の処理につきましても、先ほど言いましたように、調整池をつくる

とか、最大の雨量にもしっかり対応処理できるとか、そういった構造について

審査をした上で許可をしております。  
 
小越委員   北杜市でも１万平米は超えなかったのですけれども、この甲斐市の事例では、

森林伐採してソーラー発電とかがありました。近隣の方々、隣接する方々への

説明、確認ということをしないと、県が許可したのでそれをやりますよという

ことになりますと、次々と１万を超えない小さいところがどんどん開発されて

しまうので非常に危険だと思うんです。とりわけ土砂災害警戒区域に隣接する

ところの森林伐採については、何らかの届け、とりわけ近隣の方々との連絡、

それから説明会というのを厳しく設けて、そこで同意なり確認なりするという

ことを入れたほうがいいと私は思うんですけれども、いかがでしょうか。  
 
島田森林整備課長 そういった施設をつくる土地につきましては同意が必要ですが、審査の中

では、隣接所有者に対して同意を求めるといったことは設けられておりません。 
  そういう中でも、近隣の方には説明等をしているんですけれども、そこに規

制というものを加えるということになりますと、そもそも森林法の中の林地開

発というのは、個人の財産権というものに立って法制度がつくられておりまし

て、過剰な規制ですとか義務ですとか、そういったものを課してはならないと

いったことが解説されておりますので、なかなかそういった規制というものを
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新しく考えるということにつきましては、県としては慎重な立場をとらざるを

得ないというふうに考えております。 

 
その他    ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告につい

ては委員長に委任された。  
       ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については配布資料のとおり決定さ

れた。  
       ・継続審査案件調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され、閉会中の継続

審査案件調査を１１月６日に実施することとし、詳細については後日連絡する

こととした。  
以上  

 
 

土木森林環境委員長 桜本 広樹  
 


